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埼玉土建

住まいのネットワーク

第６号

06年3月1日

中間報告で指摘された法律改正ポイント
①一定の規模以上の建築物などの第三者機関による構造計算の審

査､建築確認の法定期間の延長､構造計算プログラムの改善など構

造設計図書の建築確認時の審査方法の厳格化、②中間検査の､多数

の者が利用する建築物に対する義務付け､検査基準の明確化、③指

定確認検査機関に対する行政の監督強化､損害賠償責任能力の審査

の厳格化、④設計図書･確認申請書などへの関与建築士の名称など

の明示､故意による違反設計､脱法相談を行った建築士に対する処

分強化 、⑤懲役刑の導入など罰則の新設･強化、⑥住宅の売り主

に対する損害賠償保険加入義務付けなど瑕疵担保責任の実効性確

保、⑦取引の際の住宅性能表示制度の実施状況の開示、⑧建築士､

建築士事務所､指定確認検査機関に関する情報開示､公開

石綿作業主任者技能講習

石綿関連の現場解体には、特化物作業

主任者から作業主任者を選任し、常駐

させることが必要でした。４月から、

石綿関連の解体作業主任者資格として、

「石綿作業主任者」の資格が新設され

ました。

（特化物作業主任者は今まで通り石綿

解体現場の作業主任者となれます）

技術センターは、指定講習機関の登録

申請中で、下記の日程で「石綿作業主

任者」講習を開催することを予定して

います。受講料は10,000円です。

【日時･会場予定】

・4月10･11日 午前9時～午後5時

会場：八潮市八条公民館

・4月10･18日 午前9時～午後5時

会場：川口鳩ヶ谷支部

・４月24･25日 午前9時～午後5時

会場：深谷市産業会館

・5月 8･ 9日 午前9時～午後5時

会場：入間勤労福祉センター

※会場や日程が変更になることがあり

ますので、申込時に確認するなどし

てください。

※問い合せ：埼玉土建技術研修センター

電話048-661-8139まで

体
連
合
会(

住
団
連)

等
か

ら
「
強
制
加
入
は
コ
ス
ト

ア
ッ
プ
に
つ
な
が
り
、
最

終
的
に
は
消
費
者
に
負
担

を
強
い
る
こ
と
に
な
る
」

と
の
意
見
が
出
さ
れ
る
な

ど
、
業
界
団
体
か
ら
疑
問

の
声
が
出
さ
れ
て
い
ま
す
。

国
交
省
は
報
告
を
基
に

関
連
法
改
正
案
を
ま
と
め
、

今
通
常
国
会
に
提
出
す
る

と
し
て
い
ま
す
。

戸
建
て
を
含
む
す
べ
て

の
住
宅
が
義
務
付
け
の
対

象
と
な
る
方
向
の
た
め
、

国
土
交
通
省
の
社
会
資

本
整
備
審
議
会
建
築
分
科

会
は
、
建
築･
住
宅
制
度

の
見
直
し
に
関
す
る
中
間

報
告
を
ま
と
め
ま
し
た
。

報
告
に
は
、
暇
癖
担
保
責

任
を
確
実
に
履
行
す
る
た

め
の
措
置
と
し
て
「
す
べ

て
の
住
宅
の
売
主
な
ど
に

対
し
、
損
害
賠
償
保
険
等

へ
の
加
入
義
務
付
け
」
が

盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

す
で
に
施
行
し
て
い
る

品
確
法
で
、
新
築
住
宅
の

主
な
ど
に
は
十
年
間
の
瑕

疵
担
保
責
任
が
義
務
付
け

ら
れ
て
い
ま
す
が
、
売
主

が
経
営
破
た
ん
す
れ
ば
補

償
は
不
可
能
で
消
費
者
が

泣
き
寝
入
り
す
る
し
か
な

く
な
る
こ
と
か
ら
、
賠
償

保
険
へ
の
強
制
加
入
は
、

こ
の
リ
ス
ク
を
回
避
す
る

た
め
の
措
置
と
説
明
さ
れ

て
い
ま
す
。

し
か
し
、
住
宅
生
産
団

工
務
店
と
し
て
も
注
目

し
て
お
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。

工
務
店
へ
の
影
響

中
間
報
告
で
は
、
従

来
の
住
宅
性
能
保
証
制

度
や
純
民
間
の
瑕
疵
保

証
制
度
等
へ
の
加
入
で

(

財)

住
宅
保
証
機
構

は
、
〇
六
年
度
の
住
宅

性
能
保
証
制
度
を
大
幅

拡
充
し
、
地
盤
保
証
制

度
の
創
設
、
十
年
延
長

保
証
制
度
の
創
設
等
を

行
う
と
発
表
し
ま
し
た
。

地
盤
保
証
制
度
は
、

戸
建
て
住
宅
の
地
盤
を

保
証
す
る
も
の
で
、
地

盤
改
良
工
事
を
行
っ
た

ヒューザーので耐震偽装マンション

住
宅
が
不
同
沈
下
し
た
場

合
の
再
発
防
止
工
事
や
建

物
本
体
の
補
修
工
事
に
対

応
し
ま
す
。

済
む
か
ど
う
か
が
具
体
的

に
な
っ
て
い
ま
せ
ん
が
、

性
能
保
証
や
瑕
疵
保
証
を

使
っ
て
い
な
い
工
務
店
は

消
費
者
か
ら
マ
イ
ナ
ス
イ

メ
ー
ジ
を
も
た
れ
な
い
よ

う
対
応
す
る
こ
と
が
必
要

と
な
り
ま
す
。
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事
業
所
に
新
規
に
入
職
し
た
仲
間
か
ら
本

格
的
な
大
工
の
技
術
を
学
び
た
い
仲
間
ま
で
、

大
工
の
基
本
を
学
び
た
い
方
に
は
最
適
の
講

座
で
す
。
今
回
の
教
材
は
、
全
国
青
年
競
技

大
会
の
課
題
で
も
あ
る
規
矩
術
の
基
本
が
詰

ま
っ
た
四
方
転
び
踏
み
台
で
す
。
こ
れ
ま
で
、

若
い
仲
間
か
ら
ベ
テ
ラ
ン
の
仲
間
ま
で
幅
広

い
仲
間
が
参
加
し
、
技
能
検
定
に
も
多
数
挑

戦
し
て
い
ま
す
。
技
能
の
ア
ッ
プ
を
は
か
る

最
高
の
機
会
で
す
。
ま
た
、
社
員
教
育･

職
人

教
育
に
も
最
適
で
す
。
誘
い
合
っ
て
ご
参
加

く
だ
さ
い
。

・
受
講
料
：
三
万
円
、
定
員
二
〇
名

・
時
間
：
平
日
午
後
七
時
〜
一
〇
時
、

日
曜
午
前
九
時
〜
午
後
五
時
、

【受講内容・日程案内：7日間講習】
◆１日目学科（さしがねの基本） 4月21日(金)

◆２日目学科（さしがねの基本） 4月28日(金)

◆３日目実技（図面説明・作成） 5月 7日(日)

◆４日目実技（課題説明・作成） 5月21日(日)

◆５日目実技（課題作成） 5月28日(日)

◆６日目実技（図面・課題作成） 6月 4日(日)

◆７日目実技試験・卒業式 6月11日(日)

※会場はいずれも埼玉土建技術研修センター

さいたま市北区吉野町2-220-3 TEL 048-661-8139

｢

建
築
物
の
耐
震
改
修

の
促
進
に
関
す
る
法
律｣

(

耐
震
改
修
促
進
法)

の

改
正
法
が
、
一
月
二
六
日

に
施
行
さ
れ
ま
し
た
。

施
行
に
併
せ
国
土
交
通

省
は
、
国
の
基
本
方
針
を

告
示
、
地
方
自
治
体
は
国

の
方
針
を
具
体
化
し
た

「
耐
震
改
修
促
進
計
画
」

を
策
定
し
、
計
画
的
に
耐

震
化
が
進
め
ら
れ
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

一
五
年
度
ま
で
に

耐
震
化
率
九
割
に

国
交
省
の
基
本
方
針
で

は
、
現
状
で
は
七
五
％
に

止
ま
っ
て
い
る
住
宅
と
特

定
建
築
物
の
耐
震
化
率
を

一
五
年
度
時
点
で｢

九
〇
％

以
上｣

と
設
定
し
、
一
〇
〇

万
戸
の
住
宅
と
は
三
万
戸

の
特
定
建
築
物
の
耐
震
化

を
進
め
る
と
し
て
い
ま
す
。

災
害
時
の
機
能
確
保
の

た
め
の
学
校
、
病
院
、
庁

舎
な
ど
公
共
建
築
物
の
耐

震
化
の
強
力
な
推
進
ば
か

り
で
な
く
、
民
間
建
築
物

の
耐
震
化
も
必
須
と
し
て
、

す
べ
て
の
特
定
建
築
物(

不

特
定
多
数
が
使
用
す
る
建

物)

の
所
有
者
に
対
し
、
行

政
が
指
導･

助
言
す
る
こ
と

が
努
力
目
標
と
し
て
明
記

さ
れ
、
指
導
に
応
じ
な
い

場
合
に
は
公
報
や
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
よ
る
公
表
に
踏

み
切
る
強
い
姿
勢
を
打
ち

出
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
地
震
の
発
生
時

に
緊
急
輸
送
道
路
や
避
難

道
路
の
通
行
を
確
保
す
る

ド
七
程
度
の
プ
レ
ー
ト
内

部
地
震
が
二
〜
三
回
発
生

し
て
い
ま
す
。

二
〇
〇
四
年
八
月
二
三

日
の
政
府
地
震
調
査
委
員

会
の
発
表
で
は
、
南
関
東

地
震
が
①
一
〇
年
以
内
に

発
生
す
る
確
率
三
〇
％
、

②
三
〇
年
以
内
に
発
生
す

る
確
率
七
〇
％
、
③
五
〇

年
以
内
に
発
生
す
る
確
率

九
〇
％
と
の
予
測
が
出
さ

れ
て
い
ま
す
。

三
〇
年
以
内
に
発
生
す

る
「
確
立
」
を
他
の
危
険

と
比
較
す
る
と
、
交
通
事

故
で
負
傷
す
る
二
四
・
〇

ひ
っ
た
く
り
に
あ
う
一
・

二
％
、
ガ
ン
で
な
く
な
る

六
・
八
％
、
ス
リ
の
被
害

に
あ
う
〇
・
五
八
％
、
空

き
巣
に
入
ら
れ
る
三
・
四

％
と
な
り
ま
す
。

確
率
的
に
は
、
交
通
事

故
や
ガ
ン
の
心
配
よ
り
、

地
震
の
心
配
を
す
る
こ
と

が
大
事
と
い
う

こ
と
に
な
り
ま

す
。
食
料
や
飲

料
水
の
入
っ
た

防
災
セ
ッ
ト
が

売
ら
れ
て
い
ま

す
が
、
地
震
で

餓
死
し
た
人
は

い
ま
せ
ん
。
住

宅
の
倒
壊
で
窒

息
死
や
圧
死
す

る
こ
と
が
無
い

よ
う
、
住
宅
の

耐
震
診
断
と
補

強
を
行
う
こ
と

が
「
防
災
対
策
」

の
か
な
め
で
す
。

た
め
の
支
援
措
置

も
強
化
さ
れ
、
耐

震
診
断
は
国
と
県

が
全
額
を
負
担
し
、

耐
震
改
修
費
用
も

国
と
地
方
自
治
体

が
費
用
の
三
分
の

二
を
助
成
す
る
と

し
て
い
ま
す
。

地
方
自
治
体
に

よ
る
計
画
策
定
は
、

｢

で
き
れ
ば
半
年

以
内
、
遅
く
と
も

一
年
以
内
に｣

求

め
る
考
え
で
す
。

国
交
省
は
、
計

画
策
定
を
都
道
府

県
だ
け
で
な
く
、

全
市
町
村
に
も
促

す
方
針
で
す
。

関
東
大
震
災
ク
ラ
ス

の
巨
大
地
震
（
プ
レ
ー

ト
境
界
地
震
、
マ
グ
ニ

チ
ュ
ー
ド
七
・
九
程
度
）

は
、
百
年
か
ら
二
百
年

先
に
発
生
す
る
確
率
が

高
い
と
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
過
去
の
発
生
状
況

を
み
る
と
、
巨
大
地
震

の
間
に
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー


